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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第47期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第46期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 11,399,375 9,897,981 42,219,885

経常利益（千円） 1,397,780 1,460,133 3,268,384

四半期（当期）純利益（千円） 958,497 1,008,141 4,116,793

純資産額（千円） 21,835,492 24,275,688 22,783,124

総資産額（千円） 44,848,610 44,087,898 42,682,885

１株当たり純資産額（円） 1,433.70 1,594.13 1,496.08

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
62.96 66.23 270.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 48.7 55.0 53.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,668,096 1,948,399 8,834,450

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,410,489 △1,557,691 △4,661,577

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△67,496 △627,011 △786,134

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
6,452,465 8,825,563 8,751,381

従業員数（人） 5,295 4,819 5,418

　（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

　

３【関係会社の状況】

　  当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 4,819 (981)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（派遣社員）数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外

数で記載しております。

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ599名減少した主な要因は、電子・電装・精密部品事業における生産能

力の減少によるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,248 (36)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（派遣社員）数は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載

しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

生産金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子・電装・精密部品事業 10,273,956 86.8

半導体設備事業 119,506 20.3

その他の事業 4,230 6.2

合計 10,397,693 83.2

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　２．電子・電装・精密部品事業には、自社生産設備となるものが含まれております。

(2）受注状況

事業の種類別セグメント
の名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

電子・電装・精密部品事業 9,711,781 88.6 2,666,179 104.6

半導体設備事業 174,717 34.2 159,539 70.8

その他の事業 11,023 29.5 11,123 162.8

合計 9,897,523 86.0 2,836,842 102.0

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

販売金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子・電装・精密部品事業 9,747,529 90.8

半導体設備事業 150,437 25.3

その他の事業 14 0.0

合計 9,897,981 86.8

（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社デンソー 2,109,494 18.5 1,516,908 15.3

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

　(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間における世界経済は、昨秋以降の米国金融危機に端を発した世界同時不況以降、各国

政府による大規模な景気刺激策により、世界景気の悪化に下げ止まりの兆しがみられたものの、米国では、企業業

績の落ち込みにより雇用情勢が悪化し、個人消費等の低迷により、景気の後退が続きました。中国等の新興国にお

いては、高成長をけん引してきた輸出が先進国経済の不振により回復の兆しが見られないなど伸びが鈍化し、全

体として景気は悪化いたしました。

  わが国経済は、世界経済の景気悪化の影響を受けて輸出が減少し、企業の雇用や設備の過剰感も強く、雇用・所

得環境が悪化し、設備投資の減少が続いたものの、政府の景気刺激策や在庫調整の進展により生産に持ち直しの

兆しが見られ、景気の悪化に歯止めがかかりました。

　当社グループの属する電子部品業界は、在庫調整が進展し、需要の急減傾向に歯止めがかかり、中国など新興国

市場におけるパソコンや携帯電話等の需要回復により、緩やかな回復基調となりました。自動車電装部品業界に

おきましては、新興国での新車販売に力強さが戻りつつあるものの、金融危機以後の自動車需要の落ち込みは大

きく、全体的には米国・日本市場を中心に新車販売が低迷し、低水準で推移いたしました。

  また、半導体製造装置業界では、在庫調整が進み、半導体市況の改善期待が高まるものの、半導体メーカーが設

備投資には依然慎重なため、大変厳しい状況となりました。

　このような事業環境の中で、当社グループは、電子・電装・精密部品事業のコネクタ及び同関連部品において、

ノートパソコン用バックライト光源のＬＥＤ化の進展や、ＬＥＤバックライトパネル用コネクタとしてデファク

トスタンダードの地位を獲得したことにより、細線同軸コネクタが好調に推移し、また、無線ＬＡＮの需要増を背

景に超小型同軸コネクタも好調に推移いたしました。ＨＤＤ用機構部品も、ノートパソコン向け２.５インチＨＤ

Ｄの需要が持ち直しの動きを強めたことにより、回復基調となりました。自動車電装部品は、自動車メーカーの大

規模な生産調整が進み、減産幅の縮小等が見られましたが、需要は低水準で推移いたしました。

  また、半導体設備事業におきましては、半導体メーカー各社の設備投資の抑制が続き、大変厳しい状況となりま

した。

  その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は9,897百万円（前年同四半期比13.2％減）、営業利益1,364百万

円（前年同四半期比0.0％増）、経常利益1,460百万円（前年同四半期比4.5％増）となり、四半期純利益は1,008百

万円（前年同四半期比5.2％増）となりました。

　なお、事業の種類別セグメント及び所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。
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　（事業の種類別セグメント）

　①　電子・電装・精密部品事業

　コネクタ及び同関連部品は、在庫調整の進展により回復の兆しが見られ、特にノートパソコン用バックライト

光源のＬＥＤ化の加速や無線通信ネットワークの進展に伴う細線同軸コネクタや超小型同軸コネクタの需要

の拡大により好調に推移いたしました。

  ＨＤＤ用機構部品は、金融危機以後の需要急減により低迷していたノートパソコン向け２.５インチＨＤＤが

在庫調整の進展に伴い、回復基調となりました。

　自動車電装部品は、自動車メーカーの大規模な生産調整が進んだことから減産幅が縮小し、さらには日本市場

において政府の景気刺激策により、低燃費車種の販売に明るい兆しが見られましたが、依然米国・日本市場を

中心に新車販売は低迷しており、需要は低水準で推移いたしました。

　この結果、当事業の当第１四半期連結会計期間の売上高は9,747百万円（前年同四半期比9.2％減）となり、営

業利益は1,967百万円（前年同四半期比9.9％増）となりました。　

　

　②　半導体設備事業

  半導体需要は小幅ながら回復傾向にあるものの、依然低い水準で推移しており、半導体メーカー各社の設備

投資の抑制が続き、縮小された設備投資の回復の目処は立たず、大変厳しい状況となりました。

　この結果、当事業の当第１四半期連結会計期間の売上高は150百万円（前年同四半期比74.7％減）となり、営業

損失は222百万円（前第１四半期連結会計期間は営業損失40百万円）となりました。

　

　③　その他の事業

  ノートパソコン用パネルの需要は、在庫調整局面を脱し緩やかに回復基調となりましたが、設備投資の抑制

は続いており、またパネルメーカーからのコスト削減要求により、ＬＥＤ導光板フィルムゲート加工機の低価

格化に拍車をかけ、大変厳しい状況となりました。

  この結果、当事業の当第１四半期連結会計期間の売上高は0百万円（前年同四半期比100.0％減）となり、営業

損失は22百万円（前第１四半期連結会計期間は営業利益20百万円）となりました。　

　

　（所在地別セグメント）

　当第１四半期連結会計期間の所在地別状況につきましては、日本では、ノートパソコン向け等の需要拡大に伴

い、コネクタ及び同関連部品が好調に推移し、売上高は8,220百万円（前年同四半期比7.4％増）、営業利益は1,215

百万円（前年同四半期比88.3％増）となりました。

　        アジアでは、金融危機の影響によるノートパソコンや自動車等の販売低迷に伴い、コネクタ及び同関連部品等の

需要が低水準で推移し、売上高は1,529百万円（前年同四半期比54.1％減）、営業利益は566百万円（前年同四半期

比46.7％減）となりました。

  その他は、米国での景気後退による自動車メーカーの大幅な減産の影響を受け、自動車電装部品の需要が減少

し、売上高は147百万円（前年同四半期比63.9％減）、営業損失は41百万円（前第１四半期連結会計期間は営業利

益10百万円）となりました。

　

　　(2）財政状態の分析

　        当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して1,405百万円増加し、44,087百万円（前年

同四半期44,848百万円）となりました。

　        資産につきましては、流動資産は、繰延税金資産の増加329百万円、現金及び預金の増加262百万円等により599百

万円の増加となり、固定資産は、設備投資等による機械装置及び運搬具の増加552百万円、工具、器具及び備品の増

加326百万円等により805百万円増加しました。

　        負債につきましては、流動負債は、仕入高の減少等による支払手形及び買掛金の減少700百万円等がありました

が、社債からの振替による1年内償還予定の社債の増加1,464百万円、未払法人税等の増加561百万円、賞与引当金の

増加410百万円等により1,617百万円の増加となり、固定負債は、社債の減少1,625百万円等により1,704百万円減少

し、負債残高は87百万円減少の19,812百万円（前年同四半期23,013百万円）となりました。

　        純資産につきましては、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加886百万円及び円安が進んだことによる為

替換算調整勘定（借方残高）の減少588百万円等により1,492百万円増加し、24,275百万円（前年同四半期21,835百

万円）となりました。
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　  (3) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度と比較し

て74百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末には8,825百万円となりました。

　　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は、1,948百万円（前年同四半期比 16.8％増）となりました。これは主に仕入債務の

減少が984百万円発生したことによる資金の減少があったものの、税金等調整前四半期純利益が1,443百万円、減価

償却費が1,022百万円、賞与引当金の増加が409百万円あったことによるものであります。　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は、1,557百万円（前年同四半期比 10.4％の支出増）となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出1,387百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の減少は、627百万円（前年同四半期比 828.9％の支出増）となりました。これは主に長期借

入金の借入れによる収入が600百万円あったものの、長期借入金の返済による支出787百万円、社債の償還による

支出161百万円及び配当金の支払額121百万円があったことによるものであります。

　

　　(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　　(5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、191百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。

　　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,222,800 15,222,800 ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 15,222,800 15,222,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日　 － 15,222,800 － 5,287,940 － 4,812,216

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　①【発行済株式】

　 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,222,400 152,224 －

単元未満株式 普通株式        400 － －

発行済株式総数 15,222,800 － －

総株主の議決権 － 152,224 －

　

②【自己株式等】

　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 1,715 1,980 2,940

最低（円） 1,301 1,475 1,750

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、

当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる

四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,751,646 9,488,649

受取手形及び売掛金 6,810,495 6,759,416

製品 3,276,807 3,168,124

仕掛品 1,196,198 1,344,299

原材料及び貯蔵品 1,254,741 1,283,619

繰延税金資産 1,044,470 715,049

その他 735,412 710,632

貸倒引当金 △12,474 △12,067

流動資産合計 24,057,297 23,457,723

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,872,599 7,809,322

減価償却累計額 △4,094,929 △4,037,036

建物及び構築物（純額） 3,777,669 3,772,285

機械装置及び運搬具 19,839,979 18,518,274

減価償却累計額 △12,192,476 △11,423,029

機械装置及び運搬具（純額） 7,647,503 7,095,244

工具、器具及び備品 9,984,997 9,197,078

減価償却累計額 △8,316,876 △7,855,380

工具、器具及び備品（純額） 1,668,121 1,341,697

土地 2,895,480 2,885,209

建設仮勘定 1,889,247 2,013,420

有形固定資産合計 17,878,022 17,107,858

無形固定資産

のれん 28,883 36,104

その他 867,294 873,566

無形固定資産合計 896,177 909,670

投資その他の資産

繰延税金資産 488,204 479,837

その他 783,546 743,145

貸倒引当金 △15,350 △15,350

投資その他の資産合計 1,256,401 1,207,633

固定資産合計 20,030,600 19,225,162

資産合計 44,087,898 42,682,885
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 927,576 1,627,603

短期借入金 5,284,563 5,335,988

1年内償還予定の社債 2,131,000 667,000

未払法人税等 1,166,812 605,504

繰延税金負債 83 1,333

賞与引当金 1,273,608 863,009

その他 1,898,116 1,964,250

流動負債合計 12,681,762 11,064,689

固定負債

社債 550,000 2,175,000

長期借入金 3,672,804 3,841,774

繰延税金負債 1,080,402 1,082,235

退職給付引当金 760,990 754,973

役員退職慰労引当金 202,992 200,160

その他 863,259 780,929

固定負債合計 7,130,447 8,835,072

負債合計 19,812,209 19,899,761

純資産の部

株主資本

資本金 5,287,940 5,287,940

資本剰余金 4,812,216 4,812,216

利益剰余金 16,770,257 15,883,898

自己株式 △140 △140

株主資本合計 26,870,273 25,983,914

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17,665 16

為替換算調整勘定 △2,620,909 △3,209,501

評価・換算差額等合計 △2,603,244 △3,209,484

少数株主持分 8,658 8,694

純資産合計 24,275,688 22,783,124

負債純資産合計 44,087,898 42,682,885
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 11,399,375 9,897,981

売上原価 7,807,884 6,581,602

売上総利益 3,591,490 3,316,378

販売費及び一般管理費 ※
 2,227,322

※
 1,952,021

営業利益 1,364,168 1,364,357

営業外収益

受取利息及び配当金 17,641 13,157

為替差益 9,470 10,846

和解金 40,000 40,000

デリバティブ運用益 － 91,181

その他 36,241 6,145

営業外収益合計 103,353 161,330

営業外費用

支払利息 53,368 53,278

その他 16,372 12,275

営業外費用合計 69,740 65,554

経常利益 1,397,780 1,460,133

特別利益

固定資産売却益 5,806 142

特別利益合計 5,806 142

特別損失

固定資産売却損 1,993 629

固定資産除却損 5,326 16,503

たな卸資産評価損 86,040 －

特別損失合計 93,359 17,133

税金等調整前四半期純利益 1,310,227 1,443,143

法人税、住民税及び事業税 539,790 791,860

法人税等調整額 △188,217 △356,381

法人税等合計 351,573 435,479

少数株主利益又は少数株主損失（△） 156 △477

四半期純利益 958,497 1,008,141
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,310,227 1,443,143

減価償却費 938,378 1,022,094

のれん償却額 9,866 7,220

貸倒引当金の増減額（△は減少） △975 191

賞与引当金の増減額（△は減少） 472,499 409,247

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,718 5,011

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,800 2,832

受取利息及び受取配当金 △17,641 △13,157

支払利息 53,368 53,278

為替差損益（△は益） 21,372 △7,102

固定資産除売却損益（△は益） 1,512 16,990

売上債権の増減額（△は増加） △1,345,247 221,210

たな卸資産の増減額（△は増加） △250,631 210,926

仕入債務の増減額（△は減少） 599,764 △984,081

その他 5,001 △158,958

小計 1,816,015 2,228,849

利息及び配当金の受取額 22,544 12,451

利息の支払額 △56,551 △58,959

法人税等の支払額 △113,911 △233,942

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,668,096 1,948,399

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △247,612 △262,151

定期預金の払戻による収入 31,924 85,932

有形固定資産の取得による支出 △1,085,494 △1,387,408

有形固定資産の売却による収入 24,300 5,936

無形固定資産の取得による支出 △132,857 －

その他 △750 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,410,489 △1,557,691

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,149,800 △50,200

長期借入れによる収入 127,591 600,000

長期借入金の返済による支出 △904,533 △787,619

社債の償還による支出 △211,000 △161,000

配当金の支払額 △121,782 △121,782

その他 △107,573 △106,409

財務活動によるキャッシュ・フロー △67,496 △627,011

現金及び現金同等物に係る換算差額 △535,257 310,486

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △345,146 74,182

現金及び現金同等物の期首残高 6,797,611 8,751,381

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,452,465

※
 8,825,563
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりましたデリバティブ運用差額

は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より「デリバティブ運用益」に区分掲記し

ております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のデリバティブ運用差額は、デリバティブ運用益18,151千円であります。 

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

　　【追加情報】

　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 551,688千円 

賞与引当金繰入額 128,975千円 

退職給付費用 22,085千円 

役員退職慰労引当金繰入

額
4,800千円 

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当  549,896千円 

賞与引当金繰入額 131,439千円 

退職給付費用 17,366千円 

役員退職慰労引当金繰入

額
2,832千円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成20年６月30日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 7,691,097

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,238,632

現金及び現金同等物 6,452,465

　

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成21年６月30日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 9,751,646

預入期間が３か月を超える定期預金 △926,082

現金及び現金同等物 8,825,563
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  15,222千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  0千株

３．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 121,782 8.00  平成21年３月31日  平成21年６月29日
利益剰余

金

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　

電子・電装
・精密部品
事業
（千円）

半導体設備
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 10,737,332 593,931 68,111 11,399,375 － 11,399,375

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,460 － 173 3,634 (3,634)　 －

計 10,740,793 593,931 68,285 11,403,009 (3,634)　 11,399,375

営業利益〔又は営業損失(△)〕 1,791,355 △40,295 20,083 1,771,143 (406,975) 1,364,168

　（注）１．事業区分の方法

事業は製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(1）電子・電装・精密部品事業…コネクタ、精密成形品、自動車部品

(2）半導体設備事業…半導体封止装置、半導体製造周辺機器

(3）その他の事業…プラスチック成形周辺機器

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、営業利益が、電子・電装・精密部品事業にて21,642千

円減少しております。

４．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

なお、この変更によるセグメント情報に与える影響はありません。
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５．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。

なお、この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

 ６．「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正を契機に見直しを

行った結果、当第１四半期連結会計期間より、機械装置の一部について、耐用年数を変更しております。

なお、この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

電子・電装
・精密部品
事業
（千円）

半導体設備
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 9,747,529 150,437 14 9,897,981 － 9,897,981

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,262 － 1,344 7,607 (7,607) －

計 9,753,792 150,437 1,359 9,905,588 (7,607)　 9,897,981

営業利益〔又は営業損失(△)〕 1,967,895 △222,928 △22,838 1,722,128 (357,771)　 1,364,357

　（注）１．事業区分の方法

事業は製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(1）電子・電装・精密部品事業…コネクタ、精密成形品、自動車部品

(2）半導体設備事業…半導体封止装置、半導体製造周辺機器

(3）その他の事業…プラスチック成形周辺機器
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
日本
（千円）

アジア
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 7,656,253 3,333,804 409,317 11,399,375 － 11,399,375

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,379,472 2,065,973 32,712 3,478,159 (3,478,159)　 －

計 9,035,726 5,399,778 442,029 14,877,534 (3,478,159)　 11,399,375

営業利益 645,755 1,062,428 10,520 1,718,704 (354,536)　 1,364,168

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　  ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、中国、インドネシア、ベトナム

(2）その他…アメリカ合衆国、フランス

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、営業利益が、日本にて21,642千円減少しております。

４．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

なお、この変更によるセグメント情報に与える影響はありません。

５．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用しております。

なお、この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

 ６．「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正を契機に見直しを

行った結果、当第１四半期連結会計期間より、機械装置の一部について、耐用年数を変更しております。

なお、この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
日本
（千円）

アジア
（千円）

その他
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 8,220,482 1,529,750 147,749 9,897,981 － 9,897,981

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,025,467 1,843,633 32,665 2,901,767 (2,901,767)　　 －

計 9,245,949 3,373,384 180,414 12,799,748 (2,901,767)　　　 9,897,981

営業利益〔又は営業損失(△)〕 1,215,769 566,183 △41,271 1,740,680 (376,323)　　　 1,364,357

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　  ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、中国、インドネシア、ベトナム

(2）その他…アメリカ合衆国、フランス

　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 5,883,381 798,776 6,682,158
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　 アジア その他の地域 計

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 11,399,375

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
51.6 7.0 58.6

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、中国、台湾、韓国

(2）その他の地域…アメリカ合衆国等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 6,359,039 331,252 6,690,291

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 9,897,981

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
64.2 3.4 67.6

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、中国、台湾、韓国

(2）その他の地域…アメリカ合衆国等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

第一精工株式会社(E01876)

四半期報告書

20/24



      （デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　対象物の種類が商品であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、

かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

区分 種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

市場取引以外

の取引

銅アベレージスワップ取引

　受取変動・支払固定
434,834 △133,370 113,792

　合計 434,834　 △133,370　 113,792　

　（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,594.13 円 １株当たり純資産額 1,496.08 円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 62.96 円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 66.23 円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益（千円） 958,497 1,008,141

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 958,497 1,008,141

期中平均株式数（千株） 15,222 15,222

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

第一精工株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　　弘志　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉村　祥二郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一精工株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一精工株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月６日

第一精工株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 堤　　　佳史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　　弘志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一精工株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一精工株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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